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自 ２０２４年４月 １日 

至 ２０２５年３月３１日 

 

 

１．株式会社の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及びその成果 

当事業年度におけるわが国経済は、個人消費の一部に足踏みが残るものの、緩やか

に回復しております。先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策

の効果もあり、緩やかな回復が続くことが期待されますが、物価上昇の継続が消費者

マインドの下振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響や、通商政策などアメリカの政策

動向による影響などが、わが国の景気を下押しするリスクとなっており、金融資本市

場の変動等の影響に十分注意する必要があります。 

航空業界におきましては、好調な訪日外国人観光需要により航空旅客は順調に回復

し、阿蘇くまもと空港の国内線旅客数は 3,170,736 人（前年同期比 3.7％増）、国際

線旅客数は、新規就航及び増便等により 476,294 人（前年同期比 105.3％増）、合計

旅客数 3,647,030人（前年同期比 10.9%増）となり、過去最多の旅客数を更新しまし

た。国内線及び国際線発着回数は、44,080回（前年同期比 2.4％増）、国内線及び国

際線貨物取扱量は、9,361トン（前年同期比 5.8％減）となりました。 

このような状況の下、空港運営事業におきましては、熊本空港安全方針として、「安

全の最優先、基本の継続、気づきの発信、自己の研鑽」を掲げ、社長をトップとした

「安全・保安委員会」による迅速な意思決定と強力な推進力による安全、安心の確保

等に努めており、安全強化へ繋がる取り組みとして、2024 年 7 月に「ランウェイク

リーン運動」、2024年 12月に「ハザード確認合同安全パトロール」を企画・実施いた

しました。また、滑走路維持更新工事等の空港基本施設にかかる保守・維持管理を適

切に進めてまいりました。 

ビル施設等運営事業におきましては、更なる機能性、利便性及び快適性の向上等を

推進するため、国際線コンコース延伸、固定橋増設等の整備、航空旅客以外も利用で

きる地域にひらかれたエリアとして、日本初出店となる飲食店等が充実する「そらよ

かダイニング」、週末を中心に様々なイベントを展開する「そらよかパーク」、空港か

らの新たな旅の出発拠点、また持続可能な未来に向けた情報発信拠点として位置付け

る「そらよかビジターセンター」からなる「そらよかエリア」（第 2期エリア）を 2024

年 10 月に開業いたしました。また、2024 年 12 月に旅客ターミナルビル到着ロビー

前に観光案内所を整備し、周辺地域の観光協会等の関係機関と連携し、積極的な観光

に関する情報の提供に取り組んでまいりました。国際線エリアにおいては、旅客の増

加に伴う需要により一層応えるため、2025年 3月に「和」カフェのオープン、直営免
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税店における取扱商品の充実に努めてまいりました。 

駐車場事業におきましては、旅客の利便性向上及び空港周辺道路の渋滞や駐車場の

混雑緩和を図るため、218 台が収容可能なＰ2 駐車場を新たに整備し、2024 年 12 月

に供用開始いたしました。 

さらに、空港周辺４か町村の各自治体との連携強化及び地域活性化等を図るため、

空港周辺４か町村展示スペース「そらのポスト」等において、空港周辺地域の各種情

報を発信・提供するとともに、空港周辺 4カ町村の小学生が描いた絵画の作品展「児

童絵画展」等を行いました。また、2024年 9月の「空の日フェスタ」では、「早朝ラ

ンウェイウォーク」、「空港制限区域内バスツアー」等の航空についての理解・関心を

深めるイベントを企画・催行、2024年 11月にそらよかエリアで開催された「大空ヨ

ガ」、「くまもと復興応援マルシェ」の催行への協力等、空港に遊びに行きたいという

機運の醸成、賑わいを創出し、空港周辺地域の発展と交流の拠点としての取り組みを

推進してまいりました。 

以上の結果、当事業年度の業績については、航空旅客増加に伴い、直営免税店売上、

着陸料等収入及び旅客取扱施設利用料収入等が寄与し、営業収益は 60億 9千 9百万

円（前年同期比 26.4％増）、営業利益は 3億 1千 3百万円（前年同期は営業損失 1

億 2千 2百万円）と前年同期より大幅な利益の増加となりました。また、株主劣後社

債にかかる社債利息や金融機関からの借入にかかる支払利息等を計上したことによ

り、経常損失は 4億 8千 3百万円（前年同期は経常損失 8億 7千 3百万円）、当期純

損失は 4億 3千 2 百万円（前年同期は当期純損失 11億 9 千 8 百万円）となりまし

た。 

（注）1.本事業報告に記載の金額は単位未満の端数を切り捨て処理、対前年同期増減率は単位未満

の端数を四捨五入しております。 

2.国内線及び国際線旅客数、着陸回数、貨物取扱量は当社調べ。なお、発着回数は、着陸回

数を 2倍しております。 

 

 

(2) 設備投資の状況 

当事業年度の主な設備投資の内容は、以下のとおりです。 

・滑走路維持更新工事 

・飛行場灯火施設維持更新工事 

・新旅客ターミナルビル２期工事 

（国際線コンコース延伸、固定橋・PBB増設、そらよかエリア整備等） 

・国内線 1番スポット PBR整備工事 

 

(3) 資金調達の状況 

特記すべき事項はありません。 
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(4) 財産及び損益の状況 

① 当社の財産及び損益の状況の推移 

区 分 
第３期 

（2021年度） 
 

第４期 
（2022年度） 

 

第５期 
（2023年度） 

 

第６期 
（2024年度） 
（当事業年度） 

営 業 収 益 (千円) 1,803,263 2,651,571 4,826,610 6,099,541 

当期純損失（△） (千円) △1,014,458 △  344,914 △1,198,126 △ 432,792 

１株当たり当期純損失（△）(円) △     7.88 △     2.68 △     9.30 △     3.36 

純 資 産 (千円) 9,235,765 9,444,140 8,563,110 8,756,786 

総 資 産 (千円) 24,810,636 45,359,159 46,599,004 46,285,577 

(注） 2021年 4月 1日付で、当社を存続会社として、熊本空港の国際線旅客ターミナルビル及 

び貨物ターミナルビルの管理・運営等を行う熊本空港ビルディング株式会社を吸収合併し     

ております。 

 

 

② 企業集団の財産及び損益の状況の推移 

区 分 
第３期 

（2021年度） 
 

第４期 
（2022年度） 

 

第５期 
（2023年度） 

 

第６期 
（2024年度） 
（当連結会計年度） 

営 業 収 益 (千円) 2,388,433 3,597,223 6,061,727 7,445,183 

親会社株主に帰属する 

当期純損失 (△ ) 
(千円) △1,128,952 △  346,346 △1,146,665 △ 353,548 

１株当たり当期純損失（△）(円) △   8.77 △   2.69 △     8.90 △     2.74 

純 資 産 (千円) 10,450,361 10,676,208 9,869,733 10,166,701 

総 資 産 (千円) 25,099,471 45,744,462 47,069,463 46,765,770 
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(5) 対処すべき課題 

当社は、当社の事業基盤である阿蘇くまもと空港について、熊本都市圏東部地域

に甚大な被害をもたらした 2016年の熊本地震からの創造的復興を目指す上で、熊

本県における産業及び観光の振興、拠点性の確保のための重要インフラであり、九

州におけるアジアのゲートウェイの一つとしてのポテンシャルを有する空港であ

ることから、熊本空港特定運営事業等は、その創造的復興のシンボルとし、内外交

流人口拡大等により、空港周辺地域の活性化につなげることが期待されているこ

と、また、公共施設等運営事業として空港全体での一体的・機動的な経営を実現し、

魅力ある空港の実現に寄与する役割を担うものであることを十分に理解し、熊本

空港特定運営事業等公共施設等運営権実施契約書に基づき、同事業を推進するこ

とを基本としております。 

このような中、当社は、長期ビジョンである「世界と地域にひらかれた九州セン

トラルゲートウェイ地方空港 No.1の国際線ネットワーク」の実現に向けて、中期

事業計画（2025年度～2029年度）を策定いたしました。本中期事業計画期間にお

いては、ビジネス・観光利用者の利便性や満足度の更なる向上を図るため、熊本イ

ンバウンド/アウトバウンド両面での路線・観光プロモーション、新規路線就航に

向けた営業活動を推進し、新規就航・増便の機会においては、グランドハンドリン

グ人材不足、カウンター及び航空会社事務所等が不足する懸念に対し、合同企業説

明会の実施、将来の航空需要拡大を見据えた施設整備等を行ってまいります。また、

二次交通の拡大・拡充を図るため、観光地や市内交通拠点と接続する交通モードの

多様化、熊本県による空港アクセス鉄道引き込み検討への協力等を行い、2029 年

度には、国内線・国際線旅客数合計 417万人、連結営業収益 104億円を目指してま

いります。 

加えて、2023年 10月に熊本県が策定した「新大空港構想」の取り組みである空

港機能の更なる強化の実現に向けて、台湾の半導体受託製造企業「ＴＳＭＣ(台湾

積体電路製造股份有限公司 /Taiwan Semiconductor Manufacturing Company 

Limited）」等の半導体関連企業が熊本県に進出、集積する中、阿蘇くまもと空港に

おける国際航空貨物取扱体制の充実・強化を図るため、2024年 12月より国際航空

貨物上屋の整備に着手しており、熊本県、航空会社及び運送事業者等と連携し、今

後見込まれる国際航空貨物の恒常的輸送等に適切に対応してまいります。 

また、当社は、環境・社会・ガバナンス（ESG）に配慮した経営を推進すべく、

SDGs（持続可能な開発目標）とカーボンニュートラルの達成へ向け、「安全・安心

な空港運営の実現」、「地域社会の創造的復興への貢献」、「環境への配慮」、「すべて

の働く人が活躍・成長できる環境の整備」の４つを重要課題と設定し、これらの課

題解決に向けた取り組みを推進しております。2024 年 7 月には、当社として初め

て、「訪れる人も、働く人も、笑顔になれる、世界でいちばん居心地のいい空港に

なる」という当社のビジョン（KKIAC VISION）実現に向けた取り組みを紹介する
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「SDGs Report 2024」を発行いたしました。 

特に「環境への配慮」に関する具体的な取り組みの一つである「2050 年カーボ

ンニュートラルの実現」について、中長期的な削減目標として、空港施設及び空港

車両から排出される CO2について、2030年度に 2013年度比で 50％削減、2050年度

に実質ゼロの達成を目指すとともに、「再生可能エネルギーの導入」及び「空港施

設・車両からの CO2排出削減」を取り組みの柱と位置づけ、関係法令に準拠すると

ともに空港関係者との連携を図りながら、取り組みを推進するロードマップを策

定し、空港分野における脱炭素化への取り組みが加速している中、当社はカーボン

ニュートラルへの具体的な取り組みを通じて更なる企業価値の向上に努めるとと

もに、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。その一環として、業務用車両

の EV化、航空灯火の LED化工事等に取り組んでおります。また、当社は、九州電

力株式会社が提供する「CO2削減プラン」を活用し、実質 CO2フリー電気を一部使

用しております。    

また、「安心・安全な空港運営の実現」においては、国内外のお客様のご案内に

関する対応、空港内の安心・安全を保つための監視・警備といった保安業務が極め

て重要である中、人手不足や多言語に対応し、業務の効率化や省力化に取り組むた

め、AIロボット等を導入してまいります。 

これらの諸施策を通じて、当社は、熊本空港特定運営事業等を行う空港会社とし

ての責務を果たすべく、国土交通省、航空会社、熊本県及び熊本空港周辺各自治体

をはじめとする関係者と連携を図りながら、安心安全な空港運営の継続を前提に、

利便性や満足度の更なる向上を図るため、空港機能及びサービスの強化に取り組

んでまいります。 

 

 

(6) 主要な事業内容 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律

第 117号）第 2条第 7項に定める公共施設等運営権の設定を受けた、熊本空港特定運

営事業等に関する一切の業務 
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(7) 主要な事業所、従業員の状況 

① 本社所在地 

熊本県上益城郡益城町大字小谷１８０２－２ 

② 従業員の状況（2025年 3月 31日現在） 

    項目 

性別 

従業員数 

（名） 

平均年齢 

（歳） 

平均勤続年数 

（年） 

男 65 48.5 5.7 

女 33 37.1 9.5 

計 98 44.7 7.0 

（注）平均勤続年数は、2021年 4月 1日付で当社が熊本空港ビルディング株式会社を吸収合併

したことに伴い、当社に転籍した従業員について同社における勤続年数を通算しており

ます。 

 

(8) 重要な子会社の状況（2025年 3月 31日現在） 

会社名 資本金 
議決権所

有の割合 
主要な事業内容 

 (千円) (％)  

熊本エアポートサービス株式会社 20,000 100.0  物品販売、飲食店業等 

熊 本 空 港 警 備 株 式 会 社 10,000 100.0  熊本空港における警備業等 

熊 本 空 港 給 油 施 設 株 式 会 社 50,000 51.0  
航空機燃料供給施設設備の

賃貸等 

（注）2021年 4月 1日付で当社は熊本空港ビルディング株式会社を吸収合併いたしました。 

 

(9) 主要な借入先及び借入額(2025年 3月 31日現在) 

借入先 借入金残高 

 （千円） 

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン (注)1 26,818,410 

国 土 交 通 大 臣 (注)2 1,660,088 

熊 本 空 港 給 油 施 設 株 式 会 社 (注)3 705,000 

熊 本 空 港 警 備 株 式 会 社 (注)3 257,000 

熊本エアポートサービス株式会社 (注)3 130,000 

（注）1. 当社と三井住友信託銀行株式会社、株式会社肥後銀行、株式会社熊本銀行、株式会社

福岡銀行、株式会社西日本シティ銀行、株式会社宮崎銀行及び株式会社民間資金等活用

事業推進機構の合計 7 金融機関との間で締結した 2019 年 9 月 30 日付熊本空港特定運

営事業等金銭消費貸借契約書に基づく協調融資による長期借入金であります。 

2. 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第 72 条の規定に基
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づき国土交通省が定める「空港整備事業無利子貸付金貸付要綱」（令和 3年 5月 21日付

国空ネ企第 9号）に基づき、運営権対象施設等にかかる更新工事資金として、国土交通

大臣より無利子貸付金の貸付を受けたものであります。 

3. 2021 年 4 月 1 日付で熊本空港ビルディング株式会社を吸収合併したことに伴い、熊

本空港ビルディング株式会社が熊本エアポートサービス株式会社、熊本空港警備株式会

社及び熊本空港給油施設株式会社の各社との間で締結した 2019 年 9 月 20 日付金銭消

費貸借基本契約書を当社が承継したことによる短期借入金であります。 
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２．株式に関する事項 

(1) 株主の状況（2025年 3月 31日現在） 

① 発行可能株式総数      1,000,000,000株 

② 発行済株式の総数       128,800,000株 

③ 株主数                 12名 

④ 株主名 

株主名 
持株数 

（千株） 

持株比率 

（％） 

三井不動産株式会社 37,352 29.0 

九州電力株式会社 23,184 18.0 

双日株式会社 19,320 15.0 

日本空港ビルデング株式会社 19,320 15.0 

九州産業交通ホールディングス株式会社 11,592 9.0 

株式会社サンケイビル 5,152 4.0 

株式会社テレビ熊本 2,576 2.0 

株式会社再春館製薬所 2,576 2.0 

九州産交運輸株式会社 2,576 2.0 

熊本県 2,576 2.0 

ＡＮＡホールディングス株式会社 1,288 1.0 

日本航空株式会社 1,288 1.0 
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３．会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2025年 3月 31日現在） 

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

山 川 秀 明 
※ 
代表取締役社長 

社長執行役員 

熊本空港給油施設株式会社 代表取締役社長 

天草エアライン株式会社 取締役 

渡 邊 裕 二 
※ 

取締役副社長 

副社長執行役員 

空港運用本部長 

熊本空港警備株式会社 代表取締役社長 

久 本 正 則 
※ 

取 締 役 

常務執行役員 

営 業 本 部 長 

熊本エアポートサービス株式会社 代表取締役社長 

小 山  陽 子 取 締 役 
日本空港ビルデング株式会社 専務取締役執行役員 事業開発推進

本部長 

須 永  尚 取 締 役 
三井不動産株式会社 ソリューションパートナー本部事業開発部長 

広島国際空港株式会社 取締役 

廣  瀬  正  佳    取 締 役 双日株式会社 航空・社会インフラ本部社会インフラ事業部長 

森 山 哲 也 取 締 役 
熊本県 企画振興部 交通政策・統計局長 

天草エアライン株式会社 取締役副社長 

長  谷  川  豊 常 勤 監 査 役  

本  松    賢 監 査 役 株式会社テレビ熊本 取締役会長 

堀    芳  郎 監 査 役 
堀公認会計士事務所代表 公認会計士・税理士 

福岡監査法人 代表社員 公認会計士 

（注）1. 取締役 小山陽子氏、須永尚氏、廣瀬正佳氏及び森山哲也氏は、会社法第 2条第 15号に定

める社外取締役であります。 

2. 監査役 長谷川豊氏、本松賢氏及び堀芳郎氏は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役

であります。 

3. 監査役 長谷川豊氏は、長年にわたり当社株主企業において経理業務に加え、監査業務にお

ける相当の知見を有しております。 

4. 監査役 本松賢氏は、長年にわたる企業経営者としての豊富な知見と経験を有しており、経

営全般にわたるコーポレート・ガバナンスにかかる知見を有しております。 

5. 監査役 堀芳郎氏は、公認会計士及び税理士として、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。 

6. 2024 年 6月 27 日開催の第５回定時株主総会の終結の時をもって、阪本清貴氏は任期満了

により退任いたしました。 

7. 2024 年 6月 27 日開催の第５回定時株主総会におきまして、森山哲也氏が取締役に選任さ

れ就任いたしました。 

8. 監査役 中尾嘉宏氏は、2024年 6月 27日をもって、辞任により退任いたしました。 

9. 2024 年 6月 27 日開催の第５回定時株主総会におきまして、2024 年 6月 28日付で長谷川

豊氏が監査役に選任され就任いたしました。 
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10. 当社は執行役員制度を採用しており、前掲の※の取締役は執行役員を兼務しております。

なお、2025年 3月 31日現在における執行役員（執行役員を兼務している取締役を除く）は、

次のとおりであります。 

 

地 位 氏 名 役職及び担当 

執 行 役 員 友 清 佳 樹 経営企画本部長 

執 行 役 員 松 田 秀 之 経営企画本部 経営企画・ 財務部長 

執 行 役 員 奥 川 秀 樹 営業本部 エアポートセールス部長 

執 行 役 員 中 野  諭 営業本部 営業推進部長 

 

(2) 責任限定契約の内容の概要 

当社は、取締役 小山陽子氏、須永尚氏、廣瀬正佳氏及び森山哲也氏と、また監査

役 長谷川豊氏、本松賢氏及び堀芳郎氏との間に会社法第 427条第 1項、当社定款第

32条及び第 42条の規定に基づき、会社法第 423条第 1項に定める賠償責任を限定す

る契約を締結しております。なお、当該契約に基づく賠償責任限度額は同法第 425条

第 1項に定める額であります。 

 

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要 

当社は、当社並びに当社子会社である熊本エアポートサービス株式会社、熊本空港

警備株式会社及び熊本空港給油施設株式会社の取締役及び監査役の全員を被保険者

とする会社法第 430 条の 3 第 1 項に規定する役員等賠償責任保険契約（支払限度額

10億円）を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社

の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求

がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用が塡補されることとな

ります。 

なお、すべての被保険者について、その保険料は全額当社が負担しております。 
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(4)取締役及び監査役報酬等の額（2025年 3月 31日現在） 

区 分 支給人員 報酬等の額 

取締役(うち社外取締役) 3 名（ －名） 29,988千円（  －千円） 

監査役(うち社外監査役) 3 名（  3名） 9,984千円（9,984千円） 

計 6 名（  3名） 39,972千円（9,984千円） 

（注）1. 当社は 2019年 6月 28日開催の臨時株主総会において、取締役の報酬総額を 45,000千

円以内及び監査役の報酬総額を 15,000千円以内と決議しております。 

2. 上記のほか、兼務する連結子会社 3社より取締役 3名に対して総額 13,080千円、社外

監査役 1名に対して総額 720千円が支給されております。 

 

(5) 社外役員に関する事項 

① 他の法人等の業務執行者等との重要な兼職状況（2025年 3月 31日現在） 

氏 名 地 位 兼職先・兼職内容 兼職先と当社との関係 

小山 陽子 取 締 役 

日本空港ビルデング

株式会社 

専務取締役執行役員 

当社の株主で担保の受入等の

取引がありますが、いずれも

一般の取引条件と同様のもの

であります。 

本松  賢 監 査 役 
株式会社テレビ熊本 

取締役会長 

当社の株主で担保の受入等の

取引がありますが、いずれも

一般の取引条件と同様のもの

であります。 

② 他の法人等の社外役員者等との重要な兼職状況（2025年 3月 31日現在） 

氏 名 地 位 兼職先・兼職内容 兼職先と当社との関係 

須永  尚  取 締 役 

広島国際空港株式 

会社 

取締役 

当社との間に記載すべき関係

はありません。 

森山 哲也 取 締 役 

天草エアライン株式

会社  

取締役副社長 

当社の取引先で当社と着陸料

等の取引関係がありますが、

いずれも一般的な取引条件と

同様のものであります。 
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③ 当事業年度における主な活動状況 

氏 名 地 位 主な活動状況 

小山 陽子 取 締 役 

取締役会 12回のうち 12回に出席し、主に空港旅客

ターミナルビル事業等にかかる経営者としての豊富

な経験と幅広い見識を活かし、業務執行から独立し

た客観的な視点に基づく経営の監督等を行うこと

で、取締役会の実効性の向上への寄与が期待されて

いるところ、その豊富な経験と幅広い見識を基に議

案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。 

須永  尚 取 締 役 

取締役会 12回のうち 10回に出席し、主に不動産開

発業務経験等を活かし、業務執行から独立した客観

的な視点に基づく経営の監督等を行うことで、取締

役会の実効性の向上への寄与が期待されているとこ

ろ、その豊富な経験と幅広い見識を基に議案・審議

等につき必要な発言を適宜行っております。 

廣瀬 正佳 取 締 役 

取締役会 12回のうち 12回に出席し、主に商社事業

にかかる豊富な経験と幅広い見識を活かし、業務執

行から独立した客観的な視点に基づく経営の監督等

を行うことで、取締役会の実効性の向上への寄与が

期待されているところ、その豊富な経験と幅広い見

識を基に議案・審議等につき必要な発言を適宜行っ

ております。 

森山 哲也  取 締 役 

取締役会 10回のうち 6回に出席し、主に熊本県庁で

の豊富な経験と幅広い見識を活かし行政にかかる経

験者の観点から、業務執行から独立した客観的な視

点に基づく経営の監督等を行うことで、取締役会の

実効性の向上への寄与が期待されているところ、そ

の豊富な経験と幅広い見識を基に議案・審議等につ

き必要な発言を適宜行っております。 

長谷川 豊 監 査 役 

取締役会 9 回のうち 8 回に出席し、また、監査役会

3 回のうち 3 回に出席し、経理業務及び監査業務の

経験を踏まえ、議案・審議等につき必要な発言を適

宜行っております。 

本松  賢 監 査 役 

取締役会 12回のうち 5回に出席し、また、監査役会

5 回のうち 3 回に出席し、経営者としての豊富な経

験を踏まえ、議案・審議等につき必要な発言を適宜

行っております。 

堀  芳 郎 監 査 役 

取締役会 12回のうち 12回に出席し、また、監査役

会 5 回のうち 5回に出席し、主に公認会計士及び税

理士としての専門的見地から、議案・審議等につき

必要な発言を適宜行っております。 

（注）1. 取締役 森山哲也氏は、2024年 6月 27日開催の第５回定時株主総会におきまして、

新たに取締役に選任され就任したため、就任後に開催された取締役会への出席状況

を記載しております。 
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     2.  監査役 長谷川豊氏は、2024年 6月 27日開催の第５回定時株主総会におきまして、

2024年 6月 28日付で新たに監査役に選任され就任したため、就任後に開催された取

締役会への出席状況を記載しております。 

 

４．会計監査人に関する事項 

(1) 会計監査人の状況 

① 名  称 

有限責任監査法人トーマツ 

② 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 

10,000 千円（注） 

（注）当社監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告

の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容や報酬見積もりの算定根拠等を検討した

結果、会計監査人の報酬等について同意しております。 

 

③ 解任または不再任の決定の方針 

当社監査役会は、会社法第 340条第 1項各号に定める事由に該当すると判断した場

合は、会計監査人を解任します。 

また、当社監査役会は、会計監査人の監査活動の適切性、妥当性を考慮し、会計監

査人が職務を適正に遂行することが困難と認められる場合等、その必要があると判断

した場合、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を

決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。 
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項 

(1）会社業務の適正を確保するための体制等の整備に関する基本方針 

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、取締役の職務執行の法令・定款への

適合及び会社業務の適正を確保するため、2019 年 9 月 19 日開催の取締役会におい

て、「会社業務の適正を確保するための体制に関する基本方針」について決議をして

おります。その概要は、以下のとおりであります。 

① 取締役、執行役員及び使用人の職務執行が法令等に適合することを確保するため

の体制  

a. 取締役会規則及び経営会議規程を整備し、それらの会議体において各取締役の

職務の執行状況について報告がされます。 

b. 組織規程、就業規則等、法令及び定款に基づく各種社内規程を制定し、これに従

い職務を執行いたします。 

c. 内部監査室において各部門における職務執行の状況をモニタリングいたします。 

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

取締役の職務の執行に係る情報について、文書管理に関する社内規則に従い適切

に保存及び管理を行います。 

③ リスク管理に関する体制 

a. 経営に影響を与えるリスクについては、中期事業計画において網羅的かつ体系

的なリスク評価を実施し、対応策を事業計画に織り込み、適切に管理いたします。 

b. セルフモニタリング体制により、リスクの予兆管理を行います。 

④ 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制  

a. 「経営会議」を設置し、取締役会の決定に基づき、業務執行の基本方針、その他

経営に関する重要事項の審議及び調整を図るとともに、取締役会へ上程すべき業

務に関する重要事項を審議・検討しております。 

b. 会社業務の執行にあたり、意思決定の迅速化と効率的な業務執行を図るため、

「執行役員」を設置しております。  

c. 取締役の職務の確実かつ効率的な運営を図るため、組織規程を定めております。 

d. 会社の業務執行に関する各職位の責任と権限を明確にし、会社業務の効率的・組

織的運営を図ることを目的とし、処務規程を定めております。 

⑤ 企業グループにおける業務の適正を確保するための体制  

当社内部監査室は、グループ会社に対し、必要に応じて監査を実施いたします。 

⑥ 監査役会の職務執行の実効性を確保するための体制  

a. 監査役会を補助するスタッフの体制  

監査役会の職務を補助するため、補助使用人として総務・経理部スタッフが兼務

いたします。また、監査役と連携して監査を行う内部監査室スタッフがこれを補助

いたします。 

b. 監査役会スタッフの独立性を確保するための体制  
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b-1. 監査役会の補助使用人となる従業員は、監査役会の指揮命令の下で職務を

執行いたします。 

b-2. 監査役会の補助使用人となる従業員の人事に関する事項については、監査

役会と事前に協議いたします。  

c. 監査役会への報告に関する体制  

c-1. 取締役、執行役員及び従業員は、監査役会から重要な業務執行に関する事

項の報告・説明を求められた場合は、これに応じます。 

c-2. 取締役及び執行役員は、会社に重大な損害を与えるおそれのある事実を発

見した場合は、速やかに監査役会に報告を行います。 

c-3. 取締役は、監査役会に上記の報告を行った者がそれにより不利な取扱いを

受けないように適切に対応いたします。 

d. その他監査役会の監査の実効性を確保するための体制  

d-1. 取締役は、監査役会からの「経営会議」等重要会議への出席要請に応じる

とともに、重要文書の閲覧、その他監査業務の執行に必要な調査及び費用の

確保に協力いたします。  

d-2. 代表取締役及び内部監査室は、監査役会と定期的に会合をもち、意見交換

等を行います。 

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

① 取締役、執行役員及び使用人の職務執行が法令等に適合することを確保するため

の取り組み  

「取締役会規則」、「経営会議規程」を制定し、また、「組織規程」、「就業規則」、「処

務規程」ほか社内規程を制定し、各規程に基づき職務が執行されております。 

また、3 階層（現場、内部監査室、委員会）のモニタリング制度を導入しており、

内部監査室において、各部門における職務の執行状況の 2 次モニタリングを実施し、

その結果を半期毎に取締役会に報告しております。 

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する取り組み  

「文書管理規程」を制定し、適切に保存及び管理を行っております。 

③ リスク管理に関する取り組み 

「熊本空港特定運営事業等公共施設等運営権実施契約書」に基づき、5カ年の「中

期事業計画」を作成の上、国に提出し、網羅的かつ体系的なリスク管理を行っており

ます。 

また、3階層のモニタリング制度により、業務の適合性をチェックし、リスクの予

兆管理を行っております。 

④ 取締役の職務執行の効率性を確保するための取り組み  

当事業年度において、経営会議は 32回、取締役会は 12回開催されており、取締役

の職務執行が効率的に行われております。また、「執行役員規程」を制定し、7名の執

行役員を置き、意思決定の迅速化と効率的な業務執行を図るとともに、「組織規程」
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及び「処務規程」を制定し、業務執行に関する各職位の責任と権限を明確にし、会社

業務の効率的・組織的運営を行っております。 

⑤ 企業グループにおける業務の適正を確保するための取り組み  

内部監査室は、当社監査役及び当社グループ会社監査役と連携し、当社グループ会

社監査役監査情報等を共有しております。 

⑥ 監査役会の職務執行の実効性を確保するための取り組み 

「監査役会規則」及び「監査役監査基準」を制定し、監査役会スタッフの独立性を

確保しております。 

また、「監査役監査基準」において、監査役会へ報告に関する体制及び監査の実効

性を確保するための体制の確保について明記しております。 

 

６．株式会社の状況に関するその他の重要な事項 

(1) 当社の設立経緯及び役割 

当社は、国と締結した熊本空港特定運営事業等基本協定書に基づき、三井不動産株

式会社を代表企業とするコンソーシアムの構成員 11 社により、熊本空港特定運営事

業を遂行する特別目的会社（SPC）として 2019年 4月 26日に設立されました。 

当社の役割として、持続可能な空港運営を通じて、航空需要の拡大及び地域活性化

に寄与し、もって幸福な社会の実現に貢献することを使命とし、より地域と世界に愛

される空港、そして熊本地震からの創造的復興のシンボルとなることを担うものであ

ることを十分に理解し、事業を推進することが「熊本空港特定運営事業等公共施設等

運営権実施契約書」にて求められております。 

また、同契約書において、2023年 3月 31日までに熊本地震からの創造的復興のシ

ンボルとなる国内線及び国際線が一体化した新旅客ターミナルビルの供用を開始す

ることが求められており、当社は 2023年 3月 23日に同ターミナルビルを供用開始い

たしました。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（注）本事業報告に記載の金額は単位未満の端数を切り捨て処理して表示しております。 
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